
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 総合計画進行管理事業 平成　17　年度　～　　　―　年度

実　績　額

目的
(何のために実施する
のか）

まちづくりを進めていくうえで、市の最上位計画である「第６期総合計画」の進捗状況、成果の達成度など管理するこ
とにより、効率的かつ効果的な行政運営を図る。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

砂川市では平成13年度から「行政サービスの改善」、「行政の透明性の向上」、「職員の意識改革」を目的として行政評価システムの導入を進め、平成19年度までに156事業の事務事業評価と結果の公表を行った。
第６期総合計画策定の時期とも重なった平成20年度には、167事業の事務事業評価と42施策の施策評価を実施し、評価結果は総合計画策定のための検討資料としてきた。
第６期総合計画においては客観的な「ものさし」として成果指標を設定し、総合計画の事務事業進行管理と行政評価を連動させるシステムを構築、計画期間の10年間を１サイクルとしたなかで、事業費や事業の達成度を点検・分析し、実施計
画策定時や中間年において行政評価を行いながら次期総合計画へとつなげる取り組みとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

事業性質区分 新規・継続 6－3－1 政策調整課企画調整係

第６期総合計画事務事業進行管理調書を作成し、事務事業の進捗状況を管理していく。また、総合計画中間年の点検
や、実施計画策定および次期総合計画の策定する段階において、行政評価を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

第６期総合計画登載の事務事業及び施策。
事務事業の計画額、予算額、決算額を把握することにより、第６期総合計画事業の計画的な実施と進行管理が図られ
る。また、行政評価を行うことにより、課題などの洗い出しができるとともに、管理調書で示されている成果指標の達
成度などを明らかにすることで、効率的・効果的な行政サービスの提供につなげることができる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費

予算計上額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

計　画　額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

0予算計上額

実　績　額

0実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

実績との比較
（増減理由）

事業費予算の
内容



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 0 1 2 1 2 1 2 2 1

実績値 0 1 2 1 2 1 1 1 1

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 53.3 54.3 51.3 49.5 48.3 48.1 42.9 42.1

達成されている 達成されている ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 問題がある

自己分析：
活動指標である
事務事業進行管
理の回数につい
ては、23年度実
績が24年度に把
握されるため23
年度については
0回。24年度か
ら進行管理のス
タートとなる。

（成果指標につ
いてはすべての
事務事業進行管
理作業が終わっ
てからの記入に
なるので、自己
分析も最後に行
うこととする）

自己分析：
今年度について
は、23年度の実
績管理を行っ
た。
23年度実績に対
する成果指標達
成率は53.3％と
なった。また,
事業実施率は事
業費ベースで
100.5％、事業
件数ベースでは
95.5％となって
いる。

自己分析：
今年度は、24年
度の実績管理及
び事務事業評価
を行った。実績
管理においては
成果指標の達成
率が54.3％と昨
年度よりは若干
向上している
が、約半数の事
業が達成されて
いない状況にあ
る。
また、事務事業
評価おける総合
評価では、約
90％の事業が
「良好」、「普
通」と評価して
いる。

判断理由：
進行管理の取り
組みについては
順次実施してお
り、実施計画掲
載の各事業につ
いても、ほぼ計
画どおり実施さ
れている。しか
しながら当初に
設定した成果指
標については、
約半数の事業が
目標に達してい
ないことから事
業の成果は、あ
まり上がってい
ないとした。

自己分析：
今年度は、26年
度事業の実績管
理を行った。
成果指標の達成
率は、昨年と比
較して51.3％と
やや減少してお
り、半数の事業
が達成されてい
ない状況にあ
る。

自己分析：
今年度は、27年
度事業の実績管
理を行った。
成果指標の達成
率は、昨年と比
較して49.5％と
やや減少してお
り、半数の事業
が達成されてい
ない状況にあ
る。

判断理由：
進行管理の取り
組みについては
順次実施してお
り、実施計画掲
載の各事業につ
いても、ほぼ計
画どおり実施さ
れている。しか
しながら、目標
やニーズに応え
られているもの
の、当初に設定
した成果指標に
ついては、約半
数の事業が目標
に達していない
ことから事業の
成果は、あまり
上がっていない
とした。

自己分析：
今年度は、28年
度事業の実績管
理を行った。
成果指標の達成
率は、昨年と比
較して48.3％と
やや減少してお
り、半数の事業
が達成されてい
ない状況にあ
る。

自己分析：
今年度は29年度
事業の実績管理
を行った。成果
指標の達成率
は、昨年と比べ
て48.1％とやや
減少しており、
半数の事業が達
成されていない
状況にある。

自己分析：
今年度は30年度
事業の実績管理
を行った。成果
指標の達成率
は、昨年と比べ
て42.9％とやや
減少しており、
半数の事業が達
成されていない
状況にある。

自己分析：
今年度は令和元
年度事業の実績
管理を行った。
成果指標の達成
率は、昨年と比
べて42.1％とや
や減少してお
り、半数の事業
が達成されてい
ない状況にあ
る。

判断理由：
進行管理の取り
組みについては
順次実施してお
り、実施計画掲
載の各事業につ
いても、ほぼ計
画通り実施され
ている。また、
中間評価を踏ま
えて成果指標の
達成に向けた取
り組みを再度意
識付けを行って
いるが、成果指
標達成率の向上
にはつながって
いないことか
ら、「問題があ
る」と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：進行管理及び行政評価実施数 指標の求め方：毎年行う実績調書の取りまとめ及び節目で行う行政評価の実施数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：目標が達成されている事務事業の割合
指標の求め方：成果指標を設定していた事務事業のうち目標が達成されている事務事業の割合
　　　　　　　（現時点では目標が達成された事業を把握できないため、指標の数値は設定せず実績のみを管理する）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

55.3

H30：
事務事業の実績管理を毎年実施した他、平成28年度に中間評価として市民アンケートを行い、その結果
等を踏まえて104基本事業の達成度について５段階評価を実施し、また平成30年度から31年度にかけ
て、35施策についての評価を行った等、事務事業の進行管理及び行政評価について実施できている一
方、成果指標の達成に向けた改善の取り組みまでは十分にできたとはいえないことから、第７期総合計
画の策定にあたり、PDCAサイクルの構築を含めた手段の見直しを行う必要があることから「手段の見直
し」とする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
今年度は、25年
度事業の実績管
理を行った。
成果指標の達成
率は、昨年に比
較して55.3％と
若干向上してい
るものの未だ約
半数の事業が達
成されていない
状況にある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
第６期総合計画の開始年度である23年度事業から実績管理を実施し
ている。また、実施計画策定時の事務事業評価、総合計画の中間年
における施策評価等を実施しながら、効率的、効果的な行政サービ
スの提供及び第６期総合計画事業の計画的な事業実施を進める必要
があることから「現状のまま継続」と判断する。
また、目標に達していない事務事業については、実績及び自己分析
を踏まえ改善していく必要がある。

H28：
中間年に行う施策評価等も含め、課題の洗い出し、成果指標の達成
度を明らかにするため、第６期総合計画事業の計画的な実施を図る
必要があることから「現状のまま継続」とする。
また、目標に達していない事務事業については、実績及び自己分析
を踏まえ改善してく必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

指
標

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/回　）

1

1

成果指標１
（単位/％　）

―



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 168,000

0 0 42,000 42,000 303,000 68,000 455,000 455,000

0 0 24,000 24,270 48,370 53,010 149,650 149,650

0 0 0 0 0 0 0 42,000 42,000 42,000 42,000 168,000 168,000

0 0 0 0 0 0 0 42,000 42,000 303,000 68,000 455,000 455,000

0 0 0 0 0 0 0 24,000 24,270 48,370 53,010 149,650 149,650

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 総合戦略進行管理事業 平成　27　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－1 政策調整課企画調整係

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市における地方創生を推進するための指針である「砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の施策を客観的に検証できる重
要業績評価指標(KPI)を設定するとともに、それに基づき、毎年、外部有識者による砂川市総合戦略推進委員会等において評価
し、その意見を反映させ、PDCAサイクルを実施し各事業の進行管理を行うため。

砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略において設定したＫＰＩに基づき、砂川市総合戦略推進委員等による評価・検
証を行い、PDCAサイクルを実施し、各事業の進行管理を行う

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

・砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略登載の事務事業及び施策
・砂川市総合戦略推進委員

各事業のKPIの達成状況を把握することにより、事業効果の評価・検証が客観的に進行管理が図られる。これにより、課
題などの洗い出しができ、より効率的・効果的な事業の推進につなげることができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成26年11月、「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国全体として「地方創生」の取り組みを推進することとなった。本市においても、第６期総合計画第２次実施計画を基本とし、「安定した雇用の創出」「人の流れの変化」「若い世代
の希望の実現」「時代に合った地域づくり」の４つの基本目標を柱に具体的な施策を取りまとめた「砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成28年１月に策定した。総合戦略の推進のため、基本目標ごとに数値目標を設定したほか、各
事業等に重要業績成果指標（KPI）を設定し、毎年外部有識者による検証機関において評価を行うことで、各事業の進行管理を行うこととしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

総合戦略推進員
報償：40千円
費用弁償：2千
円

総合戦略推進員
報償：40千円
費用弁償：2千
円

総合戦略推進員
報償：89千円、
費用弁償：9千
円、普通旅費：
19千円、消耗品
費：80千円、印
刷製本費：106
千円

総合戦略推進員
報償：59千円、
費用弁償：9千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

報償費の増及び
印刷製本費増

報償費及び印刷
製本費の減

実績との比較
（増減理由）

総合戦略推進委
員会の開催回数
減による報償費
等の減

総合戦略推進委
員会の開催回数
減による報償費
等の減

会議の開催回数減に
よる報償費等の減及
び計画書作成を次年
度に変更（印刷製本
費未執行）

総合戦略推進委
員の報償費等の
減（各回２～３
名欠席）
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指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1

実績値 1 1 1 1

計画値 60 80 100 100

実績値 50 57.1 57.4 50

達成されている

変わらない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
４月に原課にお
いて評価を実施
し、実績の検証
を行った。
Ｈ29に目標値設
定のある個別事
業（26事業）に
ついて、目標値
に達した事業の
割合は50.0％で
あるが、Ｈ31迄
の目標値も含め
た達成状況で
は、達成に近づ
いている（60％
以上）を含め
67.4％（31/46
事業）であり、
全体として一定
の成果は上がっ
ている。

自己分析：
４月に原課にお
いて評価を実施
し、実績の検証
を行った。
Ｈ30に目標値設
定のある個別事
業（26事業）に
ついて、目標値
に達した事業の
割合は57.1％で
あるが、Ｈ32迄
の目標値も含め
た達成状況で
は、達成に近づ
いている（60％
以上）を含め
76.1％（35/46
事業）であり、
全体として一定
の成果は上がっ
ている。

自己分析：
３月に原課にお
いて評価を実施
し、実績の検証
を行った。今年
度が総合戦略の
最終年度のた
め、５年間の総
合評価を実施し
たところ、基本
目標の達成割合
は62.5％（5/8
個）、個別事業
の達成割合は
57.4％（31/54
事業）であり、
一定の成果は上
がっている。今
後第２期総合戦
略を策定し引き
続き取り組みを
進める。

自己分析：
６月に原課にお
いて評価を実施
し、実績の検証
を行った。第１
期総合戦略を１
年延長し、R２
年度が最終年度
となったため、
６年間の総合評
価を実施したと
ころ、基本目標
の達成割合は
37.5％(3/8
個)、個別事業
の達成割合は
50％(29/58事
業)であった。
今後は第１期の
課題を踏まえ、
第２期総合戦略
を推進してい
く。

判断理由：
4つの基本目標
と26の個別事業
を設定し各施策
に取り組んでき
たが、目標値に
達成した個別事
業の割合が50％
程度であるこ
と、基本目標に
ついても、目標
ごとに達成度が
異なることから
「普通である」
と判断した。

今後の方向性 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：進行管理及び評価実施数 指標の求め方：毎年行う評価の実施数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：目標が達成されている掲載事務事業の割合 指標の求め方：KPIを設定していたKPIのうち目標が達成されている事務事業の割合

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/回)

成果指標１
(単位/％)

H30：
H28.1月に総合戦略を策定し、1「安定した雇用を創出する」、2「新しいひとの流れをつくる」、3「若
い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、4「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守
るとともに、地域と地域を連携する」の4つの基本目標を柱に各施策に取り組み、基本目標に係る26事
業について評価を行ったが、基本目標の８指標のうち、現段階で達成されているのは66.7%である。ま
た、26事業のKPIの達成率はH27年度末が73.1%であったが、H28年度末は60.0%、H29年度末は50.0%と減
少傾向にある。また、令和２年度以降においても、新たな総合戦略の策定が検討されており、また国の
動向も注視しながら策定につなげる必要があることから「手段の見直し」とする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

234,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 234,000 234,000 936,000 2,340,000

234,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 234,000 234,000 936,000 2,340,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

234,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 234,000 234,000 936,000 2,340,000

234,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 702,000 234,000 234,000 234,000 234,000 936,000 2,340,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実　績　額

計　画　額

予算計上額

効率的な行政運営と持続可能な財政運営の確立が図れる。

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

道 費

総務課職員係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 行財政改革推進事業 　　―　年度　～　　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－2

常日頃から、業務の効率的な方法について検討を進め、業務改善を行う。
市長が諮問した事項について調査及び審議した結果を行財政改革推進委員から答申を受け、行財政改革を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全事務事業

目的
(何のために実施する
のか）

社会の変化に対応した簡素で効率的な行政の確立に向けた計画的な行財政改革の推進を図る。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

　平成11年度に行財政改革推進委員会設置以降、3回の行財政改革に関わる答申を行ってきた。
　　平成11年度～12年度　13回開催　効果額　95,533千円
　　平成16年度　　　　　 8回開催　効果額 424,134千円
　　平成18年度～19年度　 6回開催　効果額 135,616千円

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

国 費 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

そ の 他 計　画　額

事 業 費 合 計 計　画　額

一 般 財 源

予算計上額

234,000

予算計上額 234,000

予算計上額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

未開催による減 未開催による減

前年度同額 前年度同額

実　績　額

実　績　額

0

234,000

未開催による減 未開催による減 未開催による減

前年度同額前年度同額 前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額前年度同額

予算計上額 234,000

未開催による減

前年度同額

計　画　額

実　績　額

未開催による減 未開催による減未開催による減

実　績　額

地 方 債 計　画　額

報酬 220千円
費用弁償
14千円

実績との比較
（増減理由）

未開催による減

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円

報酬 220千円
費用弁償
14千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 － － － － － － － － －

実績値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計画値 － － － － － － － － －

実績値 － － － － － － － － －

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

判断理由：
現状においては
社会情勢に対応
した行政運営と
なっているた
め。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

判断理由：
現状において
は、これまでの
行財政改革の効
果が継続してい
ることもあり、
社会情勢に対応
した行政運営と
持続可能な財政
運営の確立が一
定程度図られて
いることから、
総合評価は普通
と判断した。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。

判断理由：
現状において
は、これまでの
行財政改革効果
や協働のまちづ
くりに対する共
通理解が浸透し
てきていること
もあり、社会情
勢に対応した行
政運営と持続可
能な財政運営の
確立が一定程度
図られているこ
とから、総合評
価は普通と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：委員会開催回数 指標の求め方：行財政改革推進委員会開催回数(社会経済情勢に応じて市長が諮問するため、計画値は設定せず実績のみの管理とする)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：行財政改革の効果額 指標の求め方：行財政改革推進委員会答申による効果額(社会経済情勢に応じて市長が諮問するため、計画値は設定せず実績のみの管理とする)

－

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

－

0

成果指標１
（単位/千円）

－

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：社会情勢の変化に対応した効率的な行政運営を図っていくた
め、市長の諮問に応じて、調査・審議した結果を受け行財政改革を
実施する。

H28：社会情勢の変化に対応した効率的な行政運営と持続可能な財
政運営を図っていくため、市長の諮問に応じて、調査・審議した結
果を受け行財政改革を実施する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：少子高齢化、人口減少社会等の社会情勢に対応した行政運営と持続可能な財政運営を図っていく
ため、市長の諮問に応じて、調査・審議した結果を受け行財政改革を実施する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
今年度は市長か
らの諮問事項が
なかったため未
開催となった。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,648,000 1,756,000 1,756,000 5,160,000 2,666,000 1,961,000 6,903,000 2,740,000 3,021,000 2,236,000 3,006,000 11,003,000 23,066,000

2,284,000 1,884,000 2,040,000 6,208,000 2,428,000 3,549,000 8,253,000 3,078,000 3,205,000 2,715,000 2,815,000 11,813,000 26,274,000

2,129,308 1,794,020 2,463,865 6,387,193 2,675,107 3,634,938 8,625,127 2,759,618 3,144,128 2,544,749 1,708,789 10,157,284 25,169,604

1,648,000 1,756,000 1,756,000 5,160,000 2,666,000 1,961,000 6,903,000 2,740,000 3,021,000 2,236,000 3,006,000 11,003,000 23,066,000

2,284,000 1,884,000 2,040,000 6,208,000 2,428,000 3,549,000 8,253,000 3,078,000 3,205,000 2,715,000 2,815,000 11,813,000 26,274,000

2,129,308 1,794,020 2,463,865 6,387,193 2,675,107 3,634,938 8,625,127 2,759,618 3,144,128 2,544,749 1,708,789 10,157,284 25,169,604

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

評価者研修未実
施による報償費
（外部講師謝
礼）減

評価者研修未実施に
よる報償費（外部講
師謝礼）減、コロナ
禍の研修中止による
特別旅費などの減

講師謝礼金の執
行残

研修項目の減少
及び講師謝礼金
の執行残

参加研修の増加
による特別旅費
の増額

新採用事前研修対象
者の増加による事務
賃金及び参加研修増
加による特別旅費の
増額

研修項目の減少
及び講師謝礼金
の執行残

新採用事前研修対象
者の増加による事務
賃金及び参加研修増
加による特別旅費の
増額

実績との比較
（増減理由）

予算計上額 2,276,000

予算計上額

実　績　額 2,315,082

事 業 費 合 計 計　画　額

参加研修の増加
による特別旅費
の増額

予算計上額

実　績　額

2,276,000

新規資格取得研
修参加による特
別旅費の増額

計　画　額

新たな単独研修
の開催による報
償費の増額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

新規資格取得研
修参加による特
別旅費の増額

実　績　額

研修項目の増加
による参加負担
金の増額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

研修項目の増に
よる特別旅費の
増額

研修項目の減少
による特別旅費
の減額

新規資格取得研修参
加による特別旅費な
どの増額

新採用事前研修対象
者の増加による事務
賃金及び研修項目の
減少による参加負担
金の減額

新規資格取得研修参
加による特別旅費及
び新たな単独研修の
開催による報償費の
増額

研修項目の減少
による特別旅費
の減額

一 般 財 源 計　画　額 2,276,000

2,276,000

事務賃金
54千円
報償費 147千円
旅費 2,023千円
消耗品費
60千円

予算計上額

実　績　額 2,315,082

事業費予算の
内容

新規資格取得研修参
加による特別旅費の
増額及び研修項目の
減少による参加負担
金の減額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

予算計上額

道 費

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

目的
(何のために実施する
のか）

職員が自ら考え、自ら解決する能力の確立と職員の意識改革・能力開発を重点とした資質向上を図り、複雑・多様化す
る市民ニーズに対応できる人材の育成を行う。

管理監督者が所属職員に対し、日常の業務を通じて業務に関連する必要な知識・技術の習得をはじめ問題解決能力の向
上や業務臨む姿勢などを養うため職場内研修をおこなう。
職務上必要な専門的能力や技術等を習得するとともに、政策形成能力や柔軟に対応できる創造性、問題解決能力の向上
を図ることを重点に置き職場外研修を行う。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

　行政を取り巻く情勢の変化に対応した研修項目等の見直し（道外研修先の見直し、自主研修事業の見直し等）を行い、従来の机上型研修に加え実地型研修の取り組みも進めている。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全職員
職員が業務遂行に必要な専門的な知識や政策形成能力などを身に付けることにより、公務員としての資質の向上を図る
ことができる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 職員研修事業 　　　―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－3－3 総務課職員係

報償費 377千円
旅費 1,988千円
消耗品費 82千
円
手数料 88千円
参加負担金
280千円

事務賃金98千円
報償費 360千円
旅費 1,816千円
消耗品費 60千
円
手数料 93千円
参加負担金
288千円

事務賃金32千円
報償費 360千円
旅費 2,430千円
消耗品費 60千
円
手数料 65千円
参加負担金
258千円

事務賃金31千円
報償費 360千円
旅費 2,211千円
消耗品費 60千
円
手数料 65千円
参加負担金
351千円

事務賃金30千円
報償費 440千円
旅費 2,713千円
消耗品費 60千
円
手数料 48千円
参加負担金
258千円

事務賃金
101千円
報償費 100千円
旅費 1,909千円
消耗品費
60千円
参加負担金
258千円

事務賃金
71千円
報償費 100千円
旅費 1,787千円
消耗品費
60千円
参加負担金
258千円

事務賃金
56千円
報償費 100千円
旅費 1,619千円
消耗品費
60千円
参加負担金
205千円

事務賃金
54千円
報償費 147千円
旅費 1,623千円
消耗品費
60千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 186 262 181 197 234 231 246 227 260

実績値 184 208 208 264 233 144 153 270 119

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 98.9 79.4 114.9 134.0 99.6 62.3 62.2 118.9 45.8

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 変わらない 変わらない

少し上がっている 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 普通である

自己分析：
おおむね達成さ
れている

自己分析：
講師等との開催
日程調整が不調
のため、単独研
修のうちメンタ
ルヘルス研修及
び管理監督者研
修が未開催と
なったが、おお
むね達成されて
いる

自己分析：
委託研修の情報
セキュリティ研
修及び単独研修
の管理監督者研
修が講師等との
日程調整不調に
より未開催と
なったが、一方
で単独研修の健
康管理・メンタ
ルヘルス研修に
おいては、計画
を上回る受講が
あり、計画値を
上回る結果と
なっている。

判断理由：
各職階におい
て、業務遂行上
必要な専門知識
及び政策形成能
力の向上に加
え、衛生管理に
ついても習得で
きており、全体
として公務員と
しての資質の向
上が図られてい
る。

自己分析：
単独研修のうち
メンタルヘルス
研修及び管理監
督者研修が未開
催となったが、
その他の研修に
ついては計画ど
おりに達成され
ている。また、
新たに全職員を
対象とした接遇
研修を開催した
ことに伴い、活
動及び成果指標
が上昇してい
る。

自己分析：
単独研修のうち
メンタルヘルス
研修及び普通救
命講習が未開催
となったが、そ
の他の研修につ
いては計画どお
りに達成されて
いる。また、総
務省主催の情報
連携に向けたe-
ラーニング研修
を新たに実施し
たことから、活
動及び成果指標
はほぼ計画どお
りとなってい
る。

判断理由：
各職階におい
て、業務遂行上
必要な専門的知
識や技術の習得
及び政策形成能
力等の向上のほ
か、意識改革が
図られており、
公務員としての
資質の向上とい
う点で一定の成
果が上がってい
ることから、総
合評価は良好と
判断した。

自己分析：
単独研修のうち
メンタルヘルス
研修等及び普通
救命講習が未開
催となったほ
か、人事評価制
度研修の開催が
２回の計画に対
し１回の開催と
なったため、活
動及び成果指標
が低下したが、
その他の研修に
ついては計画ど
おりに達成され
ている。

自己分析：
単独研修のうち
メンタルヘルス
研修等及び普通
救命講習のほ
か、初級職員研
修（内部）、中
級職員研修（内
部）が未開催と
なったため、活
動及び成果指標
が低下したが、
その他の研修に
ついては計画ど
おりに達成され
ている。

自己分析：
単独研修の内、
人事評価制度研
修として評価者
研修が新型コロ
ナウイルス対応
のため未実施と
なった一方で、
認知症サポー
ター養成講座を
実施し128人の
参加を得たため
活動及び成果指
標が上昇した。
その他の研修に
ついては計画ど
おりに達成され
ている。

自己分析：
コロナ禍によ
り、大規模な研
修である認知症
サポーター養成
講座などが縮小
しての開催と
なってしまった
ことに加えて、
委託研修や専門
研修が緊急事態
宣言などにより
多くが中止にな
り大幅に指標が
減少した。今後
はZOOMなどを
使った研修を取
り入れていきた
い。

判断理由：
メンタルヘルス研修
等規模の大きい研修
が未開催となったた
め、活動及び成果指
標が低下したが、そ
の他の研修について
は計画どおりに達成
されており各職階に
おいて、業務遂行上
必要な専門的知識や
技術の習得及び政策
形成能力等の向上の
ほか、意識改革が図
られており、公務員
としての資質の向上
という点で一定の成
果が上がっているこ
とから、総合評価は
普通であると判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H28：複雑・多様化する市民ニーズ及び新たな行政課題に柔軟かつ
弾力的に対応していくためには、職員の持つ可能性や能力を最大限
引き出すことができる人材育成の推進が重要であることから、今後
ともこれまでの職場内・職場外研修を継続するとともに、より一層
委託研修を活用した中で、新たな研修項目の受講など職員研修事業
の充実を図り、職員の能力開発・育成に努める必要があると考え
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

自己分析：
講師等との開催
日程調整が不調
のため、多くの
受講者を予定し
ていた単独研修
のうちメンタル
ヘルス研修及び
管理監督者研修
が未開催となっ
たことから、活
動及び成果指標
が低下したが、
その他の研修に
ついては計画ど
おりに達成され
ている。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

65.5

H30：少子高齢化、人口減少社会など多様化・高度化する住民ニーズに的確に対応していくためには、
職員一人ひとりの政策形成能力や法務能力の向上が必要不可欠とされ、職員の持つ可能性や能力を最大
限引き出すことができる人材育成の推進が重要であることから、今後ともこれまでの職場内・職場外研
修を継続するとともに、多様な研修機会の提供や研修レベルの向上、研修内容の充実に努める必要があ
ると考えられる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：複雑・多様化する市民ニーズに対応すべく人材の育成を図るた
め、職場外研修（現地実践研修）も取り入れた中で事業を実施す
る。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人　）

206

135

成果指標１
（単位/％　）

100.0

指標名：職員研修受講率 指標の求め方：職員研修受講者数/研修計画受講予定者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：職員研修受講者数 指標の求め方：職員研修計画に基づく受講者数(研修計画は毎年度受講対象職員に応じ策定するものであるため、年度当初ごとに記載していくものとする)

成果指標１（「成果」をもとに設定）


